
通達名 制定日 制定時文書番号
操縦士に係る技能証明の下級の資格への切替え及び限定事項の一部取消しについて 昭和51年1月27日 空乗第54号
航空従事者技能証明等に関する事務処理要領 昭和51年4月26日 空乗第248号
特定操縦技能審査実施要領 平成24年3月29日 国空航第799号
航空機操縦練習許可申請要領 平成19年3月5日 国空乗553号

通達名 制定日 制定時文書番号
航空従事者技能証明等に関する事務処理要領 昭和51年4月26日 空乗第248号
特定操縦技能審査実施要領 平成24年3月29日 国空航第799号
超軽量動力機又はジャイロプレーンに関する試験飛行等の許可について 平成14年3月22日 国空機第1231号
航空法第20条第1項第3号の認定事業場が行う検査等に係る飛行の航空法第11条第1
項ただし書き許可について

平成12年9月1日 空機第1026号

航空機に係る不具合の報告・通報について 平成13年1月26日 国空機第４号
航空機故障報告制度について 平成13年1月26日 国空機第４号
不正品の疑いがある装備品等の報告について 平成22年6月14日 国空機第168号

改正法令等一覧

大阪航空局の庁舎移転に伴う通達の一部改正

写真のサイズ等の見直しに伴う通達の一部改正



「操縦士に係る技能証明の下級の資格への切替え及び限定事項の一部取消しについて」一部改正 新旧対照表 

1 

改 正 後 改 正 前 

空乗第54号 昭和51年１月27日（制定） 

国空安政第2845号 令和５年２月28日（最終改正） 

空乗第54号 昭和51年１月27日（制定） 

国空航3037号 令和４年３月29日（最終改正） 

  

操縦士に係る技能証明の下級の資格への切替え 操縦士に係る技能証明の下級の資格への切替え 

及び限定事項の一部取消しについて 及び限定事項の一部取消しについて 

  

１．～３． （略） １．～３． （略） 

４．技能証明の下級資格への切替申請に必要な書類 ４．技能証明の下級資格への切替申請に必要な書類 

(1)～(4) （略）  

(5)写真－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－１葉 

申請前６ヶ月以内に写したもの（脱帽、上三分身、無背景） 

タテ３cm、ヨコ 2.4cm（裏面に氏名を記載） 

(6) （略）  

(1)～(4) （略） 

(5)写真－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－１葉 

申請前６ヶ月以内に写したもの（脱帽、上半身、無背景） 

タテ３cm、ヨコ 2.5cm（裏面に氏名を記載） 

(6) （略） 

５． （略） ５． （略） 

  

 



「航空従事者技能証明等に関する事務処理要領」一部改正 新旧対照表 

1 

改 正 後 改 正 前 

Ⅰ （略） Ⅰ （略） 

Ⅱ 技能証明等の申請の受理 

4 技能証明等の申請の受理 

Ⅱ 技能証明等の申請の受理 

4 技能証明等の申請の受理 

技能証明等の申請の受理 技能証明等の申請の受理 

１．・２． （略） １．・２． （略） 

16 申請の受理の管轄区分 5 14 申請の受理の管轄区分 5 

 
 

  

Ⅲ 申請書類 技能証明申請 Ⅲ 申請書類 技能証明申請 

8 申請書類 16 8 申請書類 13 

技能証明申請書類・学科試験及び実地試験の両方を受験する場合 技能証明申請書類・学科試験及び実地試験の両方を受験する場合 



「航空従事者技能証明等に関する事務処理要領」一部改正 新旧対照表 

2 

改 正 後 改 正 前 

（略） （略） 

１．学科試験及び実地試験の両方を受験する必要がある者 １．学科試験及び実地試験の両方を受験する必要がある者 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 学科試験受験時 (2) 学科試験受験時 

(ア) （略） (ア) （略） 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上三分身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.4cm 受験票に貼付すること。 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上半身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.5cm。受験票に貼付すること。 

  

16 技能証明 9 12 技能証明 9 

学科試験受験申込時 

（略） 

学科試験受験申込時 

（略） 

  

10 申請書類 16 10 申請書類 13 

(3) （略） (3) （略） 

(4) 実地試験受験時［航空従事者試験官に提出すること。］ (4) 実地試験受験時［航空従事者試験官に提出すること。］ 



「航空従事者技能証明等に関する事務処理要領」一部改正 新旧対照表 

3 

改 正 後 改 正 前 

(ア) （略） (ア) （略） 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上三分身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.4cm 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上半身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.5cm 

(ウ)～(オ) （略） (ウ)～(オ) （略） 

  

16 技能証明 11 11 技能証明 11 

実地試験受験申込時 

（略） 

実地試験受験申込時 

（略） 

  

12 申請書類 16 12 申請書類 ８ 

技能証明申請書類・学科試験のみ受験する場合 技能証明申請書類・学科試験のみ受験する場合 

※ （略） ※ （略） 

２．学科試験のみ受験する必要がある者 ２．学科試験のみ受験する必要がある者 

［航空大学校、指定養成施設、航空通信士の場合］ ［航空大学校、指定養成施設、航空通信士の場合］ 



「航空従事者技能証明等に関する事務処理要領」一部改正 新旧対照表 

4 

改 正 後 改 正 前 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 学科試験受験時 (2) 学科試験受験時 

(ア) （略） (ア) （略） 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上三分身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.4cm 受験票に貼付すること。 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上半身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.5cm 受験票に貼付すること。 

  

16 技能証明 13 ８ 技能証明 13 

学科試験受験申込時 

（略） 

学科試験受験申込時 

（略） 

 

 

 

 

14 申請書類 16 14 申請書類 ８ 

(3) 交付申請時（申請書提出日から２年以内） (3) 交付申請時（申請書提出日から２年以内） 

(ア)～(ウ) （略） (ア)～(ウ) （略） 



「航空従事者技能証明等に関する事務処理要領」一部改正 新旧対照表 

5 

改 正 後 改 正 前 

(エ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上三分身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.4cm 

(エ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上半身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.5cm 

(オ)～(キ) （略） (オ)～(キ) （略） 

  

16 技能証明 15 ８ 技能証明 15 

  

  

16 申請書類 16 16 申請書類 13 

技能証明申請書類・実地試験のみ受験する場合 技能証明申請書類・実地試験のみ受験する場合 

３．実地試験のみ受験する必要がある者 ３．実地試験のみ受験する必要がある者 

［再実地の申請者、技能証明等の既得者の場合］ ［再実地の申請者、技能証明等の既得者の場合］ 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 実地試験受験時［航空従事者試験官に提出すること。］ (2) 実地試験受験時［航空従事者試験官に提出すること。］ 

(ア) （略） (ア) （略） 



「航空従事者技能証明等に関する事務処理要領」一部改正 新旧対照表 

6 

改 正 後 改 正 前 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上三分身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.4cm 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上半身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.5cm 

(ウ)～(オ) （略） (ウ)～(オ) （略） 

16 技能証明 17 11 技能証明 17 

実地試験受験申込時 

（略） 

実地試験受験申込時 

（略） 

 

 

 

 

18 申請書類 16 18 申請書類 11 

技能証明申請書類・学科及び実地試験の両方とも受験する必要がない場合 技能証明申請書類・実地試験及のみ受験する場合 

４．学科試験及び実地試験の両方とも受験する必要がない者 ４．学科試験及び実地試験の両方とも受験する必要がない者 

［航空通信士、動力滑空機に係る自家用操縦士（自家用操縦士（飛：陸上単発）と事業用操縦

士（上級滑空機）の技能証明を併有する場合のみ）の場合］ 

［航空通信士、動力滑空機に係る自家用操縦士（自家用操縦士（飛：陸上単発）と事業用操縦

士（上級滑空機）の技能証明を併有する場合のみ）の場合］ 

(ア) （略） (ア) （略） 



「航空従事者技能証明等に関する事務処理要領」一部改正 新旧対照表 

7 

改 正 後 改 正 前 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上三分身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.4cm 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上半身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.5cm 

(ウ)～(キ) （略） (ウ)～(キ) （略） 

16 技能証明 19 11 技能証明 19 

 

 

 

 

20 申請書類 16 20 申請書類 13 

技能証明申請書類 申請資格：自家用操縦士（外国ライセンス切替） 技能証明申請書類 申請資格：自家用操縦士（外国ライセンス切替） 

（略） （略） 

１．学科試験のみ受験する必要がある者 １．学科試験のみ受験する必要がある者 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 学科試験受験時 (2) 学科試験受験時 

(ア) （略） (ア) （略） 



「航空従事者技能証明等に関する事務処理要領」一部改正 新旧対照表 

8 

改 正 後 改 正 前 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上三分身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.4cm 受験票に貼付すること。 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上半身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.5cm。受験票に貼付すること。 

(3) 交付申請時（（１）の申請書提出日から２年以内） (3) 交付申請時（（１）の申請書提出日から２年以内） 

(ア)・(イ) （略） (ア)・(イ) （略） 

(ウ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 (ウ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

16 技能証明 21 13 技能証明 21 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上三分身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.4cm 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上半身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.5cm 

(エ)～(ク) （略） (エ)～(ク) （略） 

  

22 申請書類 16 22 申請書類 12 

学科試験受験申込時 

（略） 

学科試験受験申込時 

（略） 

  



「航空従事者技能証明等に関する事務処理要領」一部改正 新旧対照表 

9 

改 正 後 改 正 前 

16 技能証明 23 12 技能証明 23 

  

24 申請書類 16 24 申請書類 13 

２．学科試験及び実地試験の両方とも受験する必要がない者 ２．学科試験及び実地試験の両方とも受験する必要がない者 

（略） （略） 

(1) 交付申請時 (1) 交付申請時 

(ア)～ (ウ) （略） (ア)～ (ウ) （略） 

(エ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上三分身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.4cm 

(エ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上半身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.5cm 

(オ)～(ク) （略） (オ)～(ク) （略） 

26 申請書類 16 26 申請書類 ８ 



「航空従事者技能証明等に関する事務処理要領」一部改正 新旧対照表 

10 

改 正 後 改 正 前 

 
 

  

Ⅳ 申請書類 限定変更申請 Ⅳ 申請書類 限定変更申請 

28 申請書類 16 28 申請書類 ８ 

限定変更申請書類・学科試験及び実地試験の両方を受験する場合 限定変更申請書類・学科試験及び実地試験の両方を受験する場合 

限定変更申請（提出書類は全てA4サイズとする。） 限定変更申請（提出書類は全てA4サイズとする。） 

１．学科試験及び実地試験の両方を受験する必要がある者 １．学科試験及び実地試験の両方を受験する必要がある者 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 学科試験受験時 (2) 学科試験受験時 

(ア) （略） (ア) （略） 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上三分身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.4cm 受験票に貼付すること。 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上半身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.5cm 受験票に貼付すること。 

16 限定変更 29 ８ 限定変更 29 

学科試験受験申込時 

（略） 

学科試験受験申込時 

（略） 



「航空従事者技能証明等に関する事務処理要領」一部改正 新旧対照表 

11 

改 正 後 改 正 前 

  

(3)・（４） （略） (3)・（４） （略） 

様式 （略） 様式 （略） 

  

限定変更申請書類・実地試験のみ受験する場合 限定変更申請書類・実地試験のみ受験する場合 

２． （略） ２． （略） 

  

限定変更申請書類・学科試験及び実地試験の両方とも受験する必要がない場合 限定変更申請書類・学科試験及び実地試験の両方とも受験する必要がない場合 

３． （略） ３． （略） 

  

限定変更申請書類 申請資格：自家用・事業用操縦士（外国ライセンス切替） 限定変更申請書類 申請資格：自家用・事業用操縦士（外国ライセンス切替） 

（略） （略） 

  

Ⅴ 航空英語能力証明申請 Ⅴ 航空英語能力証明申請 

38-2 申請書類 16 38-2 申請書類 ⑪ 

航空英語能力証明申請書類・学科試験及び実地試験の両方を受験する場合 航空英語能力証明申請書類・学科試験及び実地試験の両方を受験する場合 

航空英語能力証明申請（提出書類は全てA4サイズとする。） 航空英語能力証明申請（提出書類は全てA4サイズとする。） 

１．学科試験及び実地試験の両方を受験する必要がある者 １．学科試験及び実地試験の両方を受験する必要がある者 
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改 正 後 改 正 前 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 学科試験受験時 (2) 学科試験受験時 

(ア) （略） (ア) （略） 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上三分身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.4cm 受験票に貼付すること。 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上半身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.5cm。受験票に貼付すること。 

16 航空英語能力証明 38-3 ⑪ 航空英語能力証明 38-3 

学科試験受験申込時（略） 学科試験受験申込時（略） 

  

(3)・（４） （略） (3)・（４） （略） 

様式 （略） 様式 （略） 

  

航空英語能力証明申請書類・実地試験のみ受験する場合 航空英語能力証明申請書類・実地試験のみ受験する場合 

２． （略） ２． （略） 

  

航空英語能力証明申請書類・学科試験及び実地試験の両方とも受験する必要がない場合 航空英語能力証明申請書類・学科試験及び実地試験の両方とも受験する必要がない場合 

３． （略） ３． （略） 
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改 正 後 改 正 前 

  

Ⅵ 計器飛行証明申請 Ⅵ 計器飛行証明申請 

40 申請書類 16 40 申請書類 ８ 

計器飛行証明申請書類・学科試験及び実地試験の両方を受験する場合 計器飛行証明申請書類・学科試験及び実地試験の両方を受験する場合 

計器飛行証明申請（提出書類は全てA4サイズとする。） 計器飛行証明申請（提出書類は全てA4サイズとする。） 

１．学科試験及び実地試験の両方を受験する必要がある者 １．学科試験及び実地試験の両方を受験する必要がある者 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 学科試験受験時 (2) 学科試験受験時 

(ア) （略） (ア) （略） 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上三分身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.4cm 受験票に貼付すること。 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上半身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.5cm。受験票に貼付すること。 

16 計器飛行証明 41 ８ 計器飛行証明 41 

学科試験受験申込時（略） 学科試験受験申込時（略） 

  

(3)・（４） （略） (3)・（４） （略） 

様式 （略） 様式 （略） 
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改 正 後 改 正 前 

44 申請書類 16 44 申請書類 ８ 

計器飛行証明申請書類・学科試験のみ受験する場合 計器飛行証明申請書類・学科試験のみ受験する場合 

２．学科試験のみ受験する必要がある者 ２．学科試験のみ受験する必要がある者 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 学科試験受験時 (2) 学科試験受験時 

(ア) （略） (ア) （略） 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上三分身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.4cm 受験票に貼付すること。 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上半身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.5cm 受験票に貼付すること。 

16 計器飛行証明 45 ８ 計器飛行証明 45 

学科試験受験申込時（略） 学科試験受験申込時（略） 

  

(3) （略） (3) （略） 

様式 （略） 様式 （略） 
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改 正 後 改 正 前 

計器飛行証明申請書類・実地試験のみ受験する場合 計器飛行証明申請書類・実地試験のみ受験する場合 

３． （略） ３． （略） 

  

Ⅶ 操縦教育証明申請 Ⅶ 操縦教育証明申請 

52 申請書類 16 52 申請書類 ８ 

操縦教育証明申請書類・学科試験及び実地試験の両方を受験する場合 操縦教育証明申請書類・学科試験及び実地試験の両方を受験する場合 

操縦教育証明申請（提出書類は全てA4サイズとする。ただし、公的機関から発行されるものを除

く。） 

操縦教育証明申請（提出書類は全てA4サイズとする。ただし、公的機関から発行されるものを除

く。） 

１．学科試験及び実地試験の両方を受験する必要がある者 １．学科試験及び実地試験の両方を受験する必要がある者 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 学科試験受験時 (2) 学科試験受験時 

(ア) （略） (ア) （略） 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上三分身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.4cm 受験票に貼付すること。 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上半身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.5cm 受験票に貼付すること。 

16 操縦教育証明 53 ８ 操縦教育証明 53 

学科試験受験申込時（略） 学科試験受験申込時（略） 
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改 正 後 改 正 前 

  

(3)・(4) （略） (3)・(4) （略） 

様式 （略） 様式 （略） 

  

操縦教育証明申請書類・実地試験のみ受験する場合 操縦教育証明申請書類・実地試験のみ受験する場合 

２． （略） ２． （略） 

  

Ⅷ 運航管理者技能検定申請 Ⅷ 運航管理者技能検定申請 

60 申請書類 16 60 申請書類 13 

運航管理者技能検定申請書類・学科試験及び実地試験の両方を受験する場合 運航管理者技能検定申請書類・学科試験及び実地試験の両方を受験する場合 

運航管理者技能検定申請（提出書類は全てA4サイズとする。） 運航管理者技能検定申請（提出書類は全てA4サイズとする。） 

１．学科試験及び実地試験の両方を受験する必要がある者 １．学科試験及び実地試験の両方を受験する必要がある者 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 学科試験受験時 (2) 学科試験受験時 

(ア) （略） (ア) （略） 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 
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改 正 後 改 正 前 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上三分身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.4cm 受験票に貼付すること。 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上半身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.5cm 受験票に貼付すること。 

16 運航管理者技能検定 61 12 運航管理者技能検定 61 

学科試験受験申込時 

（略） 

学科試験受験申込時 

（略） 

 
 

62 申請書類 16 62 申請書類 13 

(3) （略） (3) （略） 

(4) 実地試験受験時［航空従事者試験官に提出すること。］ (4) 実地試験受験時［航空従事者試験官に提出すること。］ 

(ア) （略） (ア) （略） 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上三分身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.4cm 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上半身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.5cm 

(ウ)・(エ) （略） (ウ)・(エ) （略） 

16 運航管理者技能検定 63 12 運航管理者技能検定 63 
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改 正 後 改 正 前 

実地試験受験申込時（略） 実地試験受験申込時（略） 

  

64 申請書類 16 64 申請書類 13 

運航管理者技能検定申請書類・実地試験のみ受験する場合 運航管理者技能検定申請書類・実地試験のみ受験する場合 

２．実地試験のみ受験する必要がある者 ２．実地試験のみ受験する必要がある者 

(1) （略） (1) （略） 

(2)  実地試験受験時〔航空従事者試験官に提出すること。〕 (2) 実地試験受験時〔航空従事者試験官に提出すること。〕 

(ア) （略） (ア) （略） 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上三分身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.4cm 

(イ) 写真ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー１葉 

受験前６ヶ月以内に、脱帽、上半身、無背景を写したもの。 

裏に指名及び撮影年月日を記入すること。 

タテ３cm、ヨコ2.5cm   

(ウ)・(エ) （略） (ウ)・(エ) （略） 

16 運航管理者技能検定 65 ８ 運航管理者技能検定 65 

実地試験受験申込時（略） 実地試験受験申込時（略） 
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改 正 後 改 正 前 

  

  

Ⅸ～XⅡ （略） Ⅸ～XⅡ （略） 

ⅩⅢ 再交付及び記載事項の変更 ⅩⅢ 再交付及び記載事項の変更 

88 再交付及び記載事項の変更 16 88 再交付及び記載事項の変更 ８ 

再交付及び記載事項の変更 再交付及び記載事項の変更 

提出書類は全てA4サイズとする。（ただし、公的機関から発行されるものを除く。） 提出書類は全てA4サイズとする。（ただし、公的機関から発行されるものを除く。） 

１.技能証明等の再交付申請（規則第71条） １.技能証明等の再交付申請（規則第71条） 

（略） （略） 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 再交付申請に必要な書類 

   (ア)～（ウ） （略） 

(2) 再交付申請に必要な書類 

   (ア)～（ウ） （略） 

（エ） 写真（タテ3cm、ヨコ2.4cm、裏面は氏名を記入）---------------------１通 （エ） 写真（タテ3cm、ヨコ2.5cm、裏面は氏名を記入）---------------------１通 

(3)～(5) （略） (3)～(5) （略） 

２．技能証明書等の記載事項の変更（旧技能証明書保有者のみに適用） ２．技能証明書等の記載事項の変更（旧技能証明書保有者のみに適用） 

（略） （略） 

ⅩⅣ・ⅩⅤ（略） ⅩⅣ・ⅩⅤ（略） 

様式 様式 
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改 正 後 改 正 前 

要領様式1～21（略） 要領様式1～21（略） 

  

□昭和 □平成  年  月  日   年    月    日 
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改 正 後 改 正 前 

  

  

  

  

16
 

８
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改 正 後 改 正 前 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

T 
・ 
S 



「航空従事者技能証明等に関する事務処理要領」一部改正 新旧対照表 

23 

改 正 後 改 正 前 

  

  

飛行機 航空機 

16
 

８
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改 正 後 改 正 前 

要領様式23・要領様式24 （略） 要領様式23・要領様式24 （略） 

 

 



「航空機操縦練習許可申請要領」一部改正 新旧対照表 

1 

改 正 後 改 正 前 

平成19年３月５日制定（国空乗第５５３号） 

平成２４年３月３０日一部改正（国空航第８６１号） 

令和４年３月２９日一部改正（国空航第３０３７号） 

令和５年２月２８日一部改正（国空安政第２８４５号） 

平成19年３月５日制定（国空乗第５５３号） 

平成２４年３月３０日一部改正（国空航第８６１号） 

令和４年３月２９日一部改正（国空航第３０３７号） 

  

国土交通省航空局安全部安全政策課長  国土交通省航空局安全部安全政策課長  

  

航空機操縦練習許可申請要領 航空機操縦練習許可申請要領 

  

（略） （略） 

１． （略） １． （略） 

２．申請の方法 ２．申請の方法 

(1) （略） (1) （略） 

(2)申請に必要な書類等 (2)申請に必要な書類等 

ア． （略） ア． （略） 

イ．写真（申請前６ヶ月以内に、脱帽、上三分身を写した台紙にはらないもの（縦3㎝、横2.4

㎝）で、裏面に氏名を記載したもの。以下同じ。）2 葉 

イ．写真（申請前６ヶ月以内に、脱帽、上半身を写した台紙にはらないもの（縦3㎝、横2.5

㎝）で、裏面に氏名を記載したもの。以下同じ。）2 葉 

ウ．～カ． （略） ウ．～カ． （略） 

(3) （略） (3) （略） 

３．～９． （略） ３．～９． （略） 

10．附則 

(1)本要領は、平成19年4月1日以降に行われる航空機操縦練習許可申請について適用する。 

(2)本要領の適用により、「航空機操縦練習許可申請書等について（平成14年1月15日付け国空乗第

1637号）」は、廃止する。 

附 則（平成24年3月30日） 

１．本要領は、平成24年4月1日以降に行われる航空機操縦練習許可申請について適用する。 

附 則（令和４年３月29日） 

１．本要領は、令和４年４月１日以降に行われる航空機操縦練習許可申請について適用す

る。 

10．附則 

(1)本要領は、平成19年4月1日以降に行われる航空機操縦練習許可申請について適用する。 

(2)本要領の適用により、「航空機操縦練習許可申請書等について（平成14年1月15日付け国空乗第

1637号）」は、廃止する。 

附 則（平成24年3月30日） 

１．本要領は、平成24年4月1日以降に行われる航空機操縦練習許可申請について適用する。 

附 則（令和４年３月29日） 

１．本要領は、令和４年４月１日以降に行われる航空機操縦練習許可申請について適用す

る。 

附則（令和５年２月28日）  
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改 正 後 改 正 前 

１．本要領は、令和５年２月28日以降に行われる航空機操縦練習許可申請について適用す

る。 

  

 



「特定操縦技能審査実施要領」一部改正 新旧対照表 

1 

改 正 後 改 正 前 

平成２４年 ３月２９日制定 （国空航第７９９号） 

平成２５年 ２月１３日（改正国空航第８６８号） 

平成２６年 ３月２０日（改正国空航第１００６号） 

平成２９年 ４月１日（改正国空航第１１６４１号） 

令和２年 ２月２１日（改正国空航第２９８５号） 

令和２年 ８月１３日（改正国空航第１３６０号） 

令和３年 ３月３１日（改正国空航第３７００号） 

令和４年 ３月２９日（改正国空航第３０３７号） 

令和４年 ７月２５日（改正国空安政第９３２号） 

令和５年 ２月２８日（改正国空安政第２８４５号） 

平成２４年 ３月２９日制定 （国空航第７９９号） 

平成２５年 ２月１３日（改正国空航第８６８号） 

平成２６年 ３月２０日（改正国空航第１００６号） 

平成２９年 ４月１日（改正国空航第１１６４１号） 

令和２年 ２月２１日（改正国空航第２９８５号） 

令和２年 ８月１３日（改正国空航第１３６０号） 

令和３年 ３月３１日（改正国空航第３７００号） 

令和４年 ３月２９日（改正国空航第３０３７号） 

令和４年 ７月２５日（改正国空安政第９３２号） 

  

特定操縦技能審査実施要領 特定操縦技能審査実施要領 

  

第１章 （略） 第１章 （略） 

第２章 操縦技能審査員 第２章 操縦技能審査員 

2.1. （略） 2.1. （略） 

2.2. 認定の申請 

操縦技能審査員の認定を受けようとする者は、「操縦技能審査員認定申請書」（規則第28号の3様 

式）に次の(1)～(6)に掲げる書類を添えて、その者の住所を管轄区域とする地方航空局（下記： 

表１）の保安部運航課（以下「運航課」という。）に提出しなければならない。 

2.2. 認定の申請 

操縦技能審査員の認定を受けようとする者は、「操縦技能審査員認定申請書」（規則第28号の5様 

式）に次の(1)～(6)に掲げる書類を添えて、その者の住所を管轄区域とする地方航空局（下記： 

表１）の保安部運航課（以下「運航課」という。）に提出しなければならない。 

表１ 

地方航空局の管轄区域 

東京航空局 大阪航空局 

（略） （略） 
 

表１ 

地方航空局の管轄区域 

東京航空局 大阪航空局 

（略） （略） 
 

(ｱ) 東京航空局 

・〒102-0074 千代田区九段南1の1の15 九段第2合同庁舎 

・電話  03-5275-9321 

(ｲ) 大阪航空局 

・〒540-8559 大阪市中央区大手前3の1の41 大手前合同庁舎 

・電話  06-6937-2781 

(ｱ) 東京航空局 

 ・〒102-0074 千代田区九段南1の1の15 九段第2合同庁舎 

 ・電話  03-5275-9321（内線7516） 

(ｲ) 大阪航空局 

・〒540-8559 大阪市中央区大手前4の1の76 大阪合同庁舎第4号館 

・電話  06-6949-1090（内線5722 5217） 
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(1) 写真２枚（タテ３cm×ヨコ2.4cm）※裏に氏名を記入すること。 (1) 写真２枚（タテ３cm×ヨコ2.5cm）※裏に氏名を記入すること。 

(2)～(6) （略） (2)～(6) （略） 

2.3.～2.10. （略） 2.3.～2.10. （略） 

  

第３章 特定操縦技能審査 第３章 特定操縦技能審査 

3.1. 特定操縦技能審査の申請等 3.1. 特定操縦技能審査の申請等 

 3.1.1 （略）  3.1.1 （略） 

 3.1.2 特定操縦技能審査の申請及び審査 

   被審査者は、「特定操縦技能審査申請書」（規則第28号の6様式）に次に掲げる書類(1)～(3)を

添えて、任意の操縦技能審査員に提出すること。また、審査実施時には次に掲げる書類(4)、

(5)を提示すること。 

  (1)～(5) （略） 

 3.1.2 特定操縦技能審査の申請及び審査 

   被審査者は、「特定操縦技能審査申請書」（規則第28号の8様式）に次に掲げる書類(1)～(3)を

添えて、任意の操縦技能審査員に提出すること。また、審査実施時には次に掲げる書類(4)、

(5)を提示すること。 

  (1)～(5) （略） 

3.2.～3.5. （略） 3.2.～3.5. （略） 

  

第４章・第５章 （略） 第４章・第５章 （略） 

  

附則 

本則は、平成24年4月1日から施行する。 

経過措置 

1. 「相当認定」 

  平成26年4月1日前においても、法第71条の3第1項の操縦技能審査員の認定に相当する認定を行

うことが出来る。 

  この認定を受けた者は、平成26年4月1日以降においては、操縦技能審査員の認定を受けている

とみなされる。 

  その基準については、2.1.「認定基準」、申請の方法等については、2.2.「認定の申請」によ

る。 

  なお、航空法施行規則の一部を改正する省令（平成24年国土交通省令第22号）附則第6条第9項

により「相当操縦技能審査員の証」（別記第2号様式）と引換えに「操縦技能審査員の証」（規則第

28号の4様式）の交付を希望申請する者は、「操縦技能審査員の証引換申請書」（別記様式）に関係

書類を添えて、相当操縦技能審査員の認定を受けた地方航空局へ提出することとする。 

附則 

本則は、平成24年4月1日から施行する。 

経過措置 

1. 「相当認定」 

  平成26年4月1日前においても、法第71条の3第1項の操縦技能審査員の認定に相当する認定を行

うことが出来る。 

  この認定を受けた者は、平成26年4月1日以降においては、操縦技能審査員の認定を受けている

とみなされる。 

  その基準については、2.1.「認定基準」、申請の方法等については、2.2.「認定の申請」によ

る。 

  なお、航空法施行規則の一部を改正する省令（平成24年国土交通省令第22号）附則第6条第9項

により「相当操縦技能審査員の証」（別記第2号様式）と引換えに「操縦技能審査員の証」（規則第

28号の6様式）の交付を希望申請する者は、「操縦技能審査員の証引換申請書」（別記様式）に関係

書類を添えて、相当操縦技能審査員の認定を受けた地方航空局へ提出することとする。 
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改 正 後 改 正 前 

2.・3. （略） 

 

附則（令和５年２月28日） 

本則は、令和５年２月２８日から施行する。 

2.・3. （略） 
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別紙第１・別紙第２ （略） 別紙第１・別紙第２ （略） 

別紙第３ 別紙第３ 
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改 正 後 改 正 前 

操縦技能審査員初任講習実施要領 

１．～６． （略） 

７．修了証 

 (1) 初任講習を受講した者に対して、初任講習修了証を交付する。その際、受講者の氏名等を持

参させた本人の技能証明書によって確認することとする。 

 (2) 修了証様式 

   様式は第４号様式のとおりとし、大きさは日本産業規格Ａ４とする。 

操縦技能審査員初任講習実施要領 

１．～６． （略） 

７．修了証 

 (1) 初任講習を受講した者に対して、初任講習修了証を交付する。その際、受講者の氏名等を持

参させた本人の技能証明書によって確認することとする。 

 (2) 修了証様式 

   様式は第４号様式のとおりとし、大きさは日本工業規格Ａ４とする。 

別紙第４ 

操縦技能審査員定期講習実施要領 

１． （略） 

２．定期講習が免除される者及び免除に係る手続き等 

(1) （略） 

 (2) 免除を受けようとする者又は免除期間の更新を受けようとする者は、定期講習を受講しなけ

ればならない期間内に、相当な猶予を持って、現住所を管轄する運航課に、第5の2号様式（日

本産業規格A4）により、免除対象者であることを証明できる書類を添付のうえ、申請しなけれ

ばならない。 

 ※免除対象者であることを証明できる書類とは、(ｱ)～(ｵ)の発令等が申請日現在においても継続

していることを証明した会社等の書類をいう。 

３．・４． （略） 

５．修了証等 

 (1)・(2) （略） 

 (3) 免除通知書の様式等 

   様式は第5の3様式のとおりとし、大きさは日本産業規格A4とする。 

別紙第４ 

操縦技能審査員定期講習実施要領 

１． （略） 

２．定期講習が免除される者及び免除に係る手続き等 

(1) （略） 

 (2) 免除を受けようとする者又は免除期間の更新を受けようとする者は、定期講習を受講しなけ

ればならない期間内に、相当な猶予を持って、現住所を管轄する運航課に、第5の2号様式（日

本工業規格A4）により、免除対象者であることを証明できる書類を添付のうえ、申請しなけれ

ばならない。 

 ※免除対象者であることを証明できる書類とは、(ｱ)～(ｵ)の発令等が申請日現在においても継続

していることを証明した会社等の書類をいう。 

３．・４． （略） 

５．修了証等 

 (1)・(2) （略） 

 (3) 免除通知書の様式等 

   様式は第5の3様式のとおりとし、大きさは日本工業規格A4とする。 

別紙第５・別紙第６ （略） 別紙第５・別紙第６ （略） 

様式 （略） 様式 （略） 

  

 



「超軽量動力機又はジャイロプレーンに関する試験飛行等の許可について」（平成 14年 3月 22日 国空機第 1231号）の一部改正 

改正案 現行 

整理番号 No.1-007 整理番号 No.1-007 

平成 14年３月 22日  制定 （国空機第 1231号） 

平成 18年２月 13日  改訂 （国空機第 1142号） 

平成 19年２月１日   改訂 （国空機第 1143号） 

平成 23年６月 30日一部改正 （国空機第 282号） 

平成 27年３月 20日一部改正 （国空機第 1745号） 

平成 30年３月 30日一部改正 （国空機第 2287号） 

令和２年 12月 24日一部改正 （国空機第 937号） 

令和４年４月１日 一部改正 （国空機第 1190号） 

令和５年２月 28日 一部改正 （国空安政第 2845号） 

 

平成 14年３月 22日  制定 （国空機第 1231号） 

平成 18年２月 13日  改訂 （国空機第 1142号） 

平成 19年２月１日   改訂 （国空機第 1143号） 

平成 23年６月 30日一部改正 （国空機第 282号） 

平成 27年３月 20日一部改正 （国空機第 1745号） 

平成 30年３月 30日一部改正 （国空機第 2287号） 

令和２年 12月 24日一部改正 （国空機第 937号） 

令和４年４月１日 一部改正 （国空機第 1190号） 

サーキュラー 

国土交通省航空局安全部安全政策課長 

件名：超軽量動力機又はジャイロプレーンに関する試験飛行等の許可について 

サーキュラー 

国土交通省航空局安全部安全政策課長 

件名：超軽量動力機又はジャイロプレーンに関する試験飛行等の許可について 

  

第１章 総 則 第１章 総 則 

1-1 （略） 1-1 （略） 

1-2 適 用 1-2 適 用 



「超軽量動力機又はジャイロプレーンに関する試験飛行等の許可について」（平成 14年 3月 22日 国空機第 1231号）の一部改正 

改正案 現行 

本サーキュラーは、第 1-4項に規定される要件を満足する超軽量動力機等について、そ

の特殊性から航空法第 10条第 4項に規定される基準への適合性の証明が困難なものであ 

りかつ、その機体構造、各系統及び性能等が、スポーツ、レクレーション等を目的とした

飛行に適しているもののみに適用する。従って、その趣旨にそぐわない貨客の輸送、薬剤

散布等を目的とした飛行は許可されない。 

なお、自作航空機であっても第 1-4項に規定される要件を満足するものにあっては、本

サーキュラーを適用することができる。第 1-4項に規定される要件を満足しない超軽量動

力機等にあっては、サーキュラーNo.1-006「研究開発用航空機等の試験飛行等の許可につ

いて」を適用する。 

本サーキュラーは、第 1-4項に規定される要件を満足する超軽量動力機等について、そ

の特殊性から航空法第 10条第 4項に規定される基準への適合性の証明が困難なものであ 

りかつ、その機体構造、各系統及び性能等が、スポーツ、レクレーション等を目的とした

飛行に適しているもののみに適用する。従って、その趣旨にそぐわない貨客の輸送、薬剤

散布等を目的とした飛行は許可されない。 

なお、自作航空機であっても第 1-4項に規定される要件を満足するものにあっては、本

サーキュラーを適用することができる。第 1-4項に規定される要件を満足しない超軽量動

力機等にあっては、サーキュラーNo.1-006「自作航空機に関する試験飛行等の許可につい

て」を適用する。 

1-3～1-4 （略） 1-3～1-4 （略） 

第２章 超軽量動力機等の登録 第２章 超軽量動力機等の登録 

2-1～2-7 （略） 2-1～2-7 （略） 

2-8 新規登録に係る申請書等又は変更登録若しくは登録抹消に係る届出書等の提出先 2-8 新規登録に係る申請書等又は変更登録若しくは登録抹消に係る届出書等の提出先 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 定置場が、愛知県、岐阜県、富山県以西の場合。 (2) 定置場が、愛知県、岐阜県、富山県以西の場合。 

〒540-8559 大阪府大阪市中央区大手前 3-1-41 大手前合同庁舎 

国土交通省大阪航空局保安部運航課 

電話番号：06-6937-2780 

〒540-0008大阪府大阪市中央区大手前 4-1-67 大手前合同庁舎第 2号館別館 

国土交通省大阪航空局保安部運航課 

電話番号：06-6949-6609 

2-9～2-11 （略） 2-9～2-11 （略） 

第３章 （略） 第３章 （略） 

第４章 飛行許可に係る手続き 第４章 飛行許可に係る手続き 

4-1～4-5 （略） 4-1～4-5 （略） 



「超軽量動力機又はジャイロプレーンに関する試験飛行等の許可について」（平成 14年 3月 22日 国空機第 1231号）の一部改正 

改正案 現行 

4-6 申請書等の提出先 

試験飛行等許可申請書等の提出先は、飛行場所を管轄する次の地方航空局保安部運航

課に提出すること。 

(1) （略） 

(2) 飛行場所が、愛知県、岐阜県、富山県以西の場合 

〒540-8559 大阪府大阪市中央区大手前 3-1-41 大手前合同庁舎 

国土交通省大阪航空局保安部運航課 

電話番号：06-6937-2780 

4-6 申請書等の提出先 

試験飛行等許可申請書等の提出先は、飛行場所を管轄する次の地方航空局保安部運航

課に提出すること。 

(1) （略） 

(2) 飛行場所が、愛知県、岐阜県、富山県以西の場合 

〒540-0008大阪府大阪市中央区大手前 4-1-67 大手前合同庁舎第 2号館別館 

国土交通省大阪航空局保安部運航課 

電話番号：06-6949-6609 

4-7～4-13 （略） 4-7～4-13 （略） 

附則（令和５年２月 28日）  

1．本サーキュラーは、令和５年２月 28日から適用する。 

 

 

本サーキュラーに関する質問・意見等（制度に関するもの）については下記に問い合わ

せること。 

（略） 

申請の詳細な事項については、それぞれ下記のうちいずれかの担当官あてに問い合わせ

ること。 

（略） 

国土交通省 大阪航空局 保安部 運航課 超軽量動力機等 担当官 

〒540-8559 大阪府大阪市中央区大手前 3-1-41 大手前合同庁舎 

電話番号  06-6937-2780 

 

本サーキュラーに関する質問・意見等（制度に関するもの）については下記に問い合わ

せること。 

（略） 

申請の詳細な事項については、それぞれ下記のうちいずれかの担当官あてに問い合わせ

ること。 

（略） 

国土交通省 大阪航空局 保安部 運航課 超軽量動力機等 担当官 

〒540-0008大阪府大阪市中央区大手前 4-1-67 大手前合同庁舎第 2号館別館 

電話番号  06-6949-6609 

 

様式１A～12A （略） 

附属書 （略） 

付録 1A～3A （略） 

様式１A～12A （略） 

附属書 （略） 

付録 1A～3A （略） 



「航空法第 20 条第１項第３号の認定事業場が行う検査等に係る飛行の航空法第 11 条第１項ただし書の許可について」 

（平成 12年９月１日 空機第 1026 号）の一部改正 

改正案 現行 

整理番号 No.2-003 整理番号 No. 2-003 

平成 12年 9月 1 日制定（空機第 1026 号） 

平成 21年 2月 5 日一部改正（国空機第 744 号） 

平成 21年 5月 13日一部改正（国空機第 114 号） 

平成 23年 6月 30日一部改正（国空機第 282 号） 

令和 4 年 4月 1 日一部改正（国空機第 1190号） 

令和５年 2月 28日一部改正（国空安政第 2845号） 

 

平成 12年９月１日制定（空機第 1026 号） 

平成 21年２月５日一部改正（国空機第 744 号） 

平成 21年５月 13日一部改正（国空機第 114 号） 

平成 23年６月 30日一部改正（国空機第 282 号） 

令和４年４月１日一部改正（国空機第 1190号） 

サーキュラー 

国土交通省航空局安全部安全政策課長 

件名：航空法第 20条第１項第３号の認定事業場が行う検査等に係る飛行の航空法第 11条

第１項ただし書の許可について 

サーキュラー 

国土交通省航空局安全部安全政策課長 

件名：航空法第 20条第１項第３号の認定事業場が行う検査等に係る飛行の航空法第 11条

第１項ただし書の許可について 

  

１．・２． （略） １．・２． （略） 

３．申請 ３．申請 

法第 11 条第１項ただし書の包括許可の申請は、航空法施行規則第 16 条の 14 に従い、

サーキュラーNo.1-005「試験飛行等の許可について」に準拠するとともに、以下に掲げる

事項を参考として行うこと。 

法第 11 条第１項ただし書の包括許可の申請は、航空法施行規則第 16 条の 14 に従い、

サーキュラーNo.1-005「試験飛行等の許可について」に準拠するとともに、以下に掲げる

事項を参考として行うこと。 

(1) 申請は航空機の試験飛行のために離陸する空港等（以下「離陸空港等」という。）

の管轄地方航空局（特定本邦航空運送事業者の行う航空運送事業の用に供する航空

機にあっては本省）に行うこと。なお、許可の期間内に複数の離陸空港等を利用する

ことが想定される場合であって、その空港等の管轄が複数の地方航空局にまたがる

場合は、それぞれの地方航空局に対して、その管轄する空港等から離陸する試験飛行

について申請を行うこと。ただし、この場合であっても、航行が接続している場合に

はその航行全てについて、最初の離陸空港等の管轄地方航空局に申請を行えばよい。 

(1) 申請は航空機の試験飛行のために離陸する空港等（以下「離陸空港等」という。）

の管轄地方航空局（特定本邦航空運送事業者の行う航空運送事業の用に供する航空

機にあっては本省）に行うこと。なお、許可の期間内に複数の離陸空港等を利用する

ことが想定される場合であって、その空港等の管轄が複数の地方航空局にまたがる

場合は、それぞれの地方航空局に対して、その管轄する空港等から離陸する試験飛行

について申請を行うこと。ただし、この場合であっても、航行が接続している場合に

はその航行全てについて、最初の離陸空港等の管轄地方航空局に申請を行えばよい。 



「航空法第 20 条第１項第３号の認定事業場が行う検査等に係る飛行の航空法第 11 条第１項ただし書の許可について」 

（平成 12年９月１日 空機第 1026 号）の一部改正 

改正案 現行 

(a) 特定本邦航空運送事業者の行う航空運送事業の用に供する航空機の試験飛行に

関する許可申請の場合 

国土交通省航空局安全部安全政策課航空機検査官 

〒100-8918 東京都千代田区霞ヶ関 2-1-3 

電話番号 03-5253-8737 

FAX 03-5253-1661 

(a) 特定本邦航空運送事業者の行う航空運送事業の用に供する航空機の試験飛行に

関する許可申請の場合 

国土交通省航空局安全部安全政策課航空機検査官 

〒100-8918 東京都千代田区霞ヶ関 2-1-3 

電話番号 03-5253-8737 

FAX 03-5253-1661 

(b) (a)以外の場合であって、離陸する空港等が新潟、長野、静岡以東である場合 

国土交通省東京航空局保安部航空機検査官室 

〒102-0074 東京都千代田区九段南 1-1-15 九段第 2合同庁舎 

電話番号 03-5275-9325 

FAX 03-3221-3671 

(b) (a)以外の場合であって、離陸する空港等が新潟、長野、静岡以東である場合 

国土交通省東京航空局保安部航空機検査官室 

〒102-0074 東京都千代田区九段南 1-1-15 九段第 2合同庁舎 

電話番号 03-5275-9292（代表） 

FAX 03-5216-5571 

(c) (a)以外の場合であって、離陸する空港等が富山、岐阜、愛知以西である場合 

国土交通省大阪航空局保安部航空機検査官室 

〒540-8559 大阪府大阪市中央区大手前 3-1-41 大手前合同庁舎 

電話番号 06-6937-2770 

FAX 06-6937-2802 

(c) (a)以外の場合であって、離陸する空港等が富山、岐阜、愛知以西である場合 

国土交通省大阪航空局保安部航空機検査官室 

〒540-0008大阪府大阪市中央区大手前 4-1-67 大阪合同庁舎第 2号館別館 

電話番号 06-6949-6211（代表） 

FAX 06-6945-6313 

(2)～(7) （略） (2)～(7) （略） 

４．・５． （略） ４．・５． （略） 

  

附則（令和５年２月 28日）  

1．本サーキュラーは、令和５年２月 28日から適用する。 

 



「航空機に係る不具合の報告・通報について」（平成 13 年１月 26日 国空機第４号）の一部改正 

改正案 現行 

整理番号 No.6-001 整理番号 No.6-001 

平成 13年 1月 26日制定（国空機第４号） 

平成 18年 9月 28日改訂（国空機第 710号） 

平成 21年 4 月 1日改訂（国空機第 1229号） 

平成 23年 6月 30日一部改正（国空機第 282号） 

平成 30年 3月 29日一部改正（国空機第 2277号） 

平成 31年 3月 1日一部改正（国空機第 1271号） 

令和 3年 8月 2日一部改正（国空機第 383号） 

令和 4年 4月 1日 一部改正（国空機第 1190号） 

令和５年 2月 28日一部改正（国空安政第 2845号） 

 

平成 13年 1月 26日制定（国空機第４号） 

平成 18年 9月 28日改訂（国空機第 710号） 

平成 21年 4 月 1日改訂（国空機第 1229号） 

平成 23年 6月 30日一部改正（国空機第 282号） 

平成 30年 3月 29日一部改正（国空機第 2277号） 

平成 31年 3月 1日一部改正（国空機第 1271号） 

令和 3年 8月 2日一部改正（国空機第 383号） 

令和 4年 4月 1日 一部改正（国空機第 1190号） 

 

サーキュラー 

国土交通省航空局安全部安全政策課長 

件名：航空機に係る不具合の報告・通報について 

サーキュラー 

国土交通省航空局安全部安全政策課長 

件名：航空機に係る不具合の報告・通報について 

  

１．・２． （略） １．・２． （略） 

３．航空局への報告が必要な不具合 ３．航空局への報告が必要な不具合 

3-1.～3-5. （略） 3-1.～3-5. （略） 

3-6. 報告先 3-6. 報告先 

3-6-1～3-6-3 （略） 3-6-1～3-6-3 （略） 

3-6-4 連絡先一覧 3-6-4 連絡先一覧 

(1)～(3） （略） (1)～(3） （略） 



「航空機に係る不具合の報告・通報について」（平成 13 年１月 26日 国空機第４号）の一部改正 

改正案 現行 

(4) 大阪航空局保安部先任航空機検査官 

〒540-8559 大阪府大阪市中央区大手前3-1-41 大手前合同庁舎 

TEL：06-6937-2770 

E-mail：cab-kensaosk@mlit.go.jp 

(4) 大阪航空局保安部先任航空機検査官 

〒540-0008 大阪府大阪市中央区大手前4-1-67 大阪合同庁舎第二号館別館  

TEL：06-6949-6235 

E-mail：cab-kensaosk@mlit.go.jp 

(5) 大阪航空局保安部先任整備審査官 

〒540-8559 大阪府大阪市中央区大手前3-1-41 大手前合同庁舎 

TEL：06-6937-2771 

E-mail：cab-seibiosk@gxb.mlit.go.jp 

(6)～(8) （略） 

(5) 大阪航空局保安部先任整備審査官 

〒540-0008大阪府大阪市中央区大手前4-1-67 大阪合同庁舎第二号館別館  

TEL：06-6949-6233 

E-mail：cab-seibiosk@gxb.mlit.go.jp 

(6)～(8) （略） 

3-7. （略） 3-7. （略） 

4. （略） 4. （略） 

  

附則（令和５年２月 28日）  

1．本サーキュラーは、令和５年２月 28日から適用する。 

 



「航空機故障報告制度について」（平成 13 年１月 26 日 国空機第４号）の一部改正 

改正案 現行 

整理番号 No.6-002 整理番号 No.6-002 

平成 13年 1月 26日制定（国空機第 4号） 

平成 17年 3月 30日改定（国空機第 1128号） 

平成 18年 9月 28日改定（国空機第 710号） 

平成 21年 4月 1日改訂（国空機第 1229号） 

平成 23年 6月 30日一部改正（国空機第 282号） 

令和元年 12月 13日一部改正（国空機第 1118号） 

令和 2年 6月 17日一部改正（国空機第 285号） 

令和 4年 4月 1日一部改正（国空機第 1190号） 

令和５年 2月 28日一部改正（国空安政第 2845号） 

 

平成 13年 1月 26日制定（国空機第 4号） 

平成 17年 3月 30日改定（国空機第 1128号） 

平成 18年 9月 28日改定（国空機第 710号） 

平成 21年 4月 1日改訂（国空機第 1229号） 

平成 23年 6月 30日一部改正（国空機第 282号） 

令和元年 12月 13日一部改正（国空機第 1118号） 

令和 2年 6月 17日一部改正（国空機第 285号） 

令和 4年 4月 1日一部改正（国空機第 1190号） 

 

サーキュラー 

国土交通省航空局安全部安全政策課長 

件名：航空機故障報告制度について 

サーキュラー 

国土交通省航空局安全部安全政策課長 

件名：航空機故障報告制度について 

  

（略） （略） 

１．～３．（略） １．～３．（略） 

４．報告要領 ４．報告要領 

4-1.・4-2. （略） 4-1.・4-2. （略） 

4-3.提出先 

航空局へ報告する場合、下記の a.から h.に郵送又は a.に電子メールで送付するこ

と。下記の a.から h.のいずれかに持参してもよい。郵送の場合は封筒の表面に“故障

報告在中“ と記入すること。なお、滑空機に関する報告の送付先は下記の a.とする。 

4-3.提出先 

航空局へ報告する場合、下記の a.から h.に郵送又は a.に電子メールで送付するこ

と。下記の a.から h.のいずれかに持参してもよい。郵送の場合は封筒の表面に“故障

報告在中“ と記入すること。なお、滑空機に関する報告の送付先は下記の a.とする。 

a.・b. （略） a.・b. （略） 



「航空機故障報告制度について」（平成 13 年１月 26 日 国空機第４号）の一部改正 

改正案 現行 

c.大阪航空局保安部先任航空機検査官 

〒540-8559 大阪府大阪市中央区大手前 3-1-41 大手前合同庁舎 

TEL 06-6937-2770 

c.大阪航空局保安部先任航空機検査官 

〒540-0008大阪府大阪市中央区大手前 4-1-67 大阪合同庁舎第二号館別館 

TEL 06-6949-6235 

d.～f. （略） d.～f. （略） 

4-4. （略） 4-4. （略） 

５． （略） ５． （略） 

  

附則（令和５年２月 28日） 

1．本サーキュラーは、令和５年２月 28日から適用する。 

 



「不正品の疑いがある装備品等の報告について」（平成 13 年１月 26 日 国空機第４号）の一部改正 

改正案 現行 

整理番号 No.6-014 整理番号 No.6-014 

平成 22年 6月 14日制定（国空機第 168号） 

平成 23年 6月 30日一部改正（国空機第 282号） 

平成 30年 12月 19日一部改正（国空機第 1041号） 

令和 3年 8月 2日一部改正（国空機第 383号） 

令和 4年 4月 1日一部改正（国空機第 1190号） 

令和 4年 6月 10日一部改正（国空安政第 560号） 

令和５年 2月 28日一部改正（国空安政第 2845号） 

 

平成 22年 6月 14日制定（国空機第 168号） 

平成 23年 6月 30日一部改正（国空機第 282号） 

平成 30年 12月 19日一部改正（国空機第 1041号） 

令和 3年 8月 2日一部改正（国空機第 383号） 

令和 4年 4月 1日一部改正（国空機第 1190号） 

令和 4年 6月 10日一部改正（国空安政第 560号） 

 

サーキュラー 

国土交通省航空局安全部安全政策課長 

件名：不正品の疑いがある装備品等の報告について 

サーキュラー 

国土交通省航空局安全部安全政策課長 

件名：不正品の疑いがある装備品等の報告について 

  

１．～６．（略） １．～６．（略） 

７．航空局への報告 ７．航空局への報告 

（略） （略） 

7-1～7-4 （略） 7-1～7-4 （略） 

7-5 連絡先一覧 7-5 連絡先一覧 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 大阪航空局保安部先任航空機検査官 

〒540-8559 大阪府大阪市中央区大手前3-1-41 大手前合同庁舎 

TEL：06-6937-2770  

E-mail：cab-kensaosk@mlit.go.jp 

(4) 大阪航空局保安部先任航空機検査官 

〒540-0008大阪府大阪市中央区大手前4-1-67 大阪合同庁舎第二号館別館 

TEL：06-6949-6235  

E-mail：cab-kensaosk@mlit.go.jp 



「不正品の疑いがある装備品等の報告について」（平成 13 年１月 26 日 国空機第４号）の一部改正 

改正案 現行 

(5) 大阪航空局保安部先任整備審査官 

〒540-8559 大阪府大阪市中央区大手前3-1-41 大手前合同庁舎 

TEL：06-6937-2771  

E-mail：cab-seibiosk@gxb.mlit.go.jp 

(5) 大阪航空局保安部先任整備審査官 

〒540-0008 大阪府大阪市中央区大手前4-1-67 大阪合同庁舎第二号館別館 

TEL：06-6949-6233  

E-mail：cab-seibiosk@gxb.mlit.go.jp 

(6)～(8) （略） (6)～(8) （略） 

８．～10． （略） ８．～10． （略） 

  

附則（令和５年２月 28日） 

1．本サーキュラーは、令和５年２月 28日から適用する。 

 


